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 佐賀県告示第111号 

 物品の製造、修理、購入又は賃貸借に関する競争入札に参加することのできる者の資格及び資格審査に関する規程（昭和41年佐賀県告示第

129号）の一部を次のように改正する。 

  令和３年３月31日 

佐賀県知事  山  口  祥  義    

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （入札参加資格認定申請書等の提出及び提出期間）  （入札参加資格認定申請書等の提出及び提出期間） 

第２条 略 第２条 略 

２ 入札参加資格認定を受けようとする者は、入札参加資格認定申

請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して知事に提

出しなければならない。ただし、知事が特に認めた場合は、当該

書類を省略することができる。 

２ 入札参加資格認定を受けようとする者は、入札参加資格認定申

請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して知事に提

出しなければならない。ただし、知事が特に認めた場合は、当該

書類を省略することができる。 

(1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

(3) 使用印鑑届（様式第４号）  

(4)～(9) 略  (3)～(8) 略 

３ 略 ３ 略 

 （入札参加資格認定申請事項の変更の届出）  （入札参加資格認定申請事項の変更の届出） 

第３条の２ 前条第３項の規定により入札参加資格を有すると決定

された者（次条第１項の規定により入札参加資格者の地位の承継

の承認を受けた者（以下「地位承継人」という｡）を含む。以下「入

札参加資格者」という｡）は、次に掲げる事項に変更があったとき

は、速やかに、入札参加資格者申請事項変更届出書（様式第６号）

により、その旨を知事に届け出なければならない。 

第３条の２ 前条第３項の規定により入札参加資格を有すると決定

された者（次条第１項の規定により入札参加資格者の地位の承継

の承認を受けた者（以下「地位承継人」という｡）を含む。以下「入

札参加資格者」という｡）は、次に掲げる事項に変更があったとき

は、速やかに、入札参加資格者申請事項変更届出書（様式第６号）

により、その旨を知事に届け出なければならない。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

 (4) 使用印鑑届により届け出た印鑑  

２ 略 ２ 略 
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改正前 改正後 

 (1)～(5) 略  (1)～(5) 略 

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係） 

  略   略 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）  

   商号又は名称  

氏名（法人にあっては、代表者の役職及び氏名）    ○印  

生年月日（法人にあっては、代表者の生年月日）  

   電話番号  

   書類作成者氏名  

  佐賀県で行われる物品の製造、修理、購入又は賃貸借に関する

競争入札に参加したいので、別紙書類を添付の上、入札参加資格

認定を申請します。 

  なお、申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違

ありません。 

  佐賀県で行われる物品の製造、修理、購入又は賃貸借に関する

競争入札に参加したいので、別紙書類を添付の上、入札参加資格

認定を申請します。 

  なお、申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違

ありません。 

 
ふりがな 

商号又は名

称 

ふりがな 

代表者職氏名 

（法人の場合は役

職名を入れる） 

ふりがな 

住所 

（所在地） 

電話・ＦＡＸ 

市外局 番号 

（申請者）  

 

（法人にあっ

ては、主たる

事務所の所在

地） 

TEL 
 

生年月日 

  年 月 日生 
FAX 

 

（受任者）  

 

 
TEL 

 

生年月日 

  年 月 日生 
FAX 
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改正前 改正後 

  備考 受任者の欄は、支社等に入札・契約等の権限を委任する場

合にのみ記入すること。 

               書類作成者氏名 

               電話番号 

 注 略  注 略 

 略 
 

 略 
 

（裏面） （裏面） 

  略   略 

様式第２号（第２条関係） 様式第２号（第２条関係） 

営業概要書 営業概要書 

商号又は名称 

（企業名） 

 

 

所在地  

代表者氏名  

資本金又は元入金  略 

創業年月 

 

 

 

 略 

支社・事業所名  略 

 略 
 

商号又は名称 

（企業名） 

 

 

 

資本金又は元入金  略 

創業年月  略 

佐賀県内の支社・

事業所の有無 有・無 

※「有」の場合は下の欄に

県内の支社・事業所を記入

してください。 

支社・事業所名  略 

 略 
 

様式第３号（第２条関係） 様式第３号（第２条関係） 

業種及び取扱品目届 業種及び取扱品目届 

ふりがな 

商号又は名

称 

代表者氏名 

（法人の場合は役

職名を入れる） 

住所 

（所在地） 

電話 

市外局 番号 
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改正前 改正後 

  

 

 

（FAX） （ ） 

（受任者）  

 

 

（FAX） （ ） 
 

 ※ 受任者の欄は、支社等に入札等の権限を委任する場合にのみ

記入してください。 

 

 略 
 

 略 
 

 略 

 

出資国名 出資割合 

 ％ 

 略 

 

※ 略               ※ 外資系企業は、出資国

名及び出資割合を記入し

てください。 

 ※１ 略 

  ２ 業務分類番号「４．印刷類」を希望業種とされる場合は、

「営業概要書」（様式第２号）の「主な機械・装置」欄に保有

する印刷機のメーカー・規格（品名・型番等）を記載してくだ

さい。 

 様式第４号を次のように改める。 

様式第４号 削除 

 様式第５号中「□印」を削る。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第６号（第３条の２関係） 様式第６号（第３条の２関係） 

  略   略 

氏名（法人にあっては、代表者の役職及び氏名）    ○印 氏名（法人にあっては、代表者の役職及び氏名）      

   生年月日（法人にあっては、代表者の生年月日）    生年月日（法人にあっては、代表者の生年月日） 

    書類作成者氏名 

    電話番号 

  下記のとおり申請事項を変更しました。   下記のとおり申請事項を変更しましたので、必要書類を添付し
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改正前 改正後 

て届け出ます。 

記 記 

 １ 変更事項（該当する番号を○で囲むこと｡）  １ 変更事項（該当する番号を○で囲むこと｡） 

  (1) 住所 (2) 商号又は名称 (3) 氏名 (4) 印鑑   (1) 住所 (2) 商号又は名称 (3) 氏名 

 ２・３ 略  ２・３ 略 

 ４ 添付書類（次に掲げる変更事項に応じ、それぞれ次に定める

書類を添付すること｡） 

 

  (1) 住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）の変更 

個人にあっては住民票の写し、法人にあっては登記事項証明

書 

 

  (2) 商号又は名称の変更 登記事項証明書  

  (3) 氏名（法人にあっては、代表者の氏名）の変更 個人にあ

っては住民票の写し、法人にあっては登記事項証明書及び変

更後の代表者の生年月日を証するもの（運転免許証、健康保

険証、住民票等の写し） 

 

  (4) 支店等に入札の権限を委任している法人の代表者又は受

任者の氏名の変更 委任状及び変更後の受任者の生年月日を

証するもの（運転免許証、健康保険証、住民票等の写し） 

 

 注 法人の代表者（受任者を含む｡）の氏名の変更に係る届出に当

たっては、裏面の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

 注１ 代表者（受任者を含む｡）の氏名の変更に係る届出に当たっ

ては、裏面の誓約を確認の上、□にレを記入すること。 

   ２ 添付が必要な書類については佐賀県ホームページを参照す

ること。 

 略 
 

 略 
 

（裏面） （裏面） 

  略   略 

様式第７号（第３条の３関係） 様式第７号（第３条の３関係） 
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改正前 改正後 

  略   略 

氏名（法人にあっては、代表者の役職及び氏名）    ○印 氏名（法人にあっては、代表者の役職及び氏名）      

   生年月日（法人にあっては、代表者の生年月日）    生年月日（法人にあっては、代表者の生年月日） 

       書類作成者氏名 

   電話番号    電話番号 

   書類作成者氏名  

  略   略 

 注 略  注 略 

 略 
 

 略 
 

（裏面） （裏面） 

  略   略 

 様式第８号中「印」を削る。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第９号（第３条の４関係） 様式第９号（第３条の４関係） 

  略   略 

氏名        ○印 氏名          

                    書類作成者氏名 

                    電話番号 

  略   略 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の物品の製造、修理、購入又は賃貸借に関する競争入札に参加することのできる者の資格
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及び資格審査に関する規程の規定により提出されている書面（使用印鑑届を除く。以下「申請書等」という｡）は、この告示による改正後の

物品の製造、修理、購入又は賃貸借に関する競争入札に参加することのできる者の資格及び資格審査に関する規程の規定により提出された

申請書等とみなす。 


